
委員会08-会議資料２

令 和 3 年 1 1 月 2 日

総合計画策定委員会

市民意見の聴取結果の概要

Ⅰ．市⺠アンケート調査 P1

Ⅱ．各種団体との意⾒交換 P7



Ⅰ．市⺠アンケート調査

（１）調査の⽬的
●市のまちづくりに係る市⺠意識の変化を、新型コロナウイルス感染症拡⼤の前後⽐較
●感染症収束後の市政運営に必要となる⾏政ニーズの把握
●第７次⼋⼾市総合計画策定に係る関係者間で共有・活⽤するための基礎資料づくり

（２）調査項⽬
● ⼋⼾市が取り組んでいるまちづくりに対する現状評価と今後の課題

現状評価︓満⾜度 今後の課題︓重要度 を回答してもらうことで把握
満⾜度、重要度の度合いをそれぞれ５段階（判断できない 含む）で回答

●回答者の属性

（３）調査対象及び調査⽅法
●調査地域 ︓⼋⼾市内
●調査対象者 ︓⼋⼾市在住の満18歳以上の市⺠︓ 3,000⼈
●抽出⽅法 ︓住⺠基本台帳を基に地域別⼈⼝の割合を考慮して、無作為抽出(男⼥別、年齢階層)した。
●調査⽅法 ︓・郵送配布および郵送回収により実施した。

・調査票の配布から２週間後にお礼状等を配布し回収率向上に努めた。
●調査実施期間︓・調査票の配布 ︓令和３年８⽉１０⽇（⽕）

・お礼状等の配布 ︓令和３年８⽉２０⽇（⾦）
・調査票の回収期間 ︓令和３年８⽉１１⽇（⽔）〜令和３年８⽉２０⽇（⾦）

（４）調査票の回収状況
●配布数3,000件に対して、回収数1,668件、回収率は55.6％となった。
※前回、令和元年度︓配布数3,000件、回収数1,508件、回収率は50.3％

（５）分析⽅法
●満⾜度、重要度を度合いを点数化して分析

１．調査概要
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１.性別

２．結果要点（回答者の属性）

２.年齢

３.世帯構成

２

Ⅰ．市⺠アンケート調査

注︓上記の⽐率は⼩
数点第2位を四
捨五⼊して算出
しているため、
⽐率の合計が
100.0％になら
ない場合がある。
“ｎ=”の数字は
回答数

男性

35.0

37.0

⼥性

46.9

46.2

無回答

18.2

16.8

0% 25% 50% 75% 100%

凡例

R3(n=1668)

R1(n=1508)

R3︓今回（コロナ禍） R１︓令和元年度調査（コロナ禍前）

18〜29歳

13.8

12.9

30歳代

15.2

15.1

40歳代

14.9

13.9

50歳代

12.8

12.9

60歳代

14.7

14.0

70歳代

15.9

10.9

80歳以上

11.9

12.0

無回答

0.7

8.4

0% 25% 50% 75% 100%

凡例

R3(n=1668)

R1(n=1508)

単⾝世帯

14.4

11.3

夫婦世帯

26.9

27.6

⼆世代世帯

45.4

45.6

三世代世帯

10.0

11.9

その他
1.9

2.3

無回答

1.3

1.3

0% 25% 50% 75% 100%

凡例

R3(n=1668)

R1(n=1508)

〇R3、R1を⽐較して、回答者属性に総じて⼤きな違いはみられない。
〇その中で、年齢では、「70歳代」が5ポイント、「18〜29歳」、「40歳代」で1ポイント増加

世帯構成では、「単⾝世帯」で3ポイント増加



２．結果要点
満⾜度、重要度の分布
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Ⅰ．市⺠アンケート調査

注︓満⾜度、重要度の度合いに応じて点数化
施策番号と名称との対応は、報告書ｐ4
〜6参照

R3結果︓今回（コロナ禍）R3結果︓今回（コロナ禍）

Bエリア
⇒重要度が平均値を超えているが、満⾜
度が平均値を下回る「取り組みの必要
性が⼗分認識されているが、評価が低
い」もの

〇6つの設問が該当
〇「経済・雇⽤・交流」が３つと過半を
占める

Aエリア
⇒満⾜度および重要度が平均値を超えて
いる「取り組みの必要性が⼗分認識さ
れ、その評価が⾼い」もの

〇12つの設問が該当
〇うち、「環境・防災・防犯・都市計
画・公共交通」が５つと最多

Bエリア Aエリア

◆ 子育て・教育・文化・スポーツ・
国際交流・男女共同参画

▲ 健康・医療・福祉

● 自治体運営

○ 経済・雇用・交流

◇ 環境・防災・防犯・都市計画・公共交通

凡 例（設問の分野）



２．結果要点
満⾜度、重要度の変化
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Ⅰ．市⺠アンケート調査
R3︓今回（コロナ禍） R１︓令和元年度調査（コロナ禍前）

〇R3、R1を⽐較して、
「満⾜度」は、⼤きな変化なし
「重要度」は、総じて増加

〇その中でも、
「満⾜度」の増減が⼤きなもの
〜増加（5位）〜
17︓地域医療の充実
3︓⾼等教育の機会確保
11︓ブランド化の推進
28︓地域交通の充実
19︓障がい福祉の充実
〜減少（5位）〜
4︓社会教育の充実
14︓観光の振興
22︓ごみの減量化・省エネルギー対策の推進
24︓地域防災の充実
5︓⽂化芸術活動の振興

「重要度」の減少しているもの
5︓⽂化芸術活動の振興
14︓観光の振興
31︓市⺠活動団体の振興
28︓地域交通の充実

変化
R１︓令和元年度調査（コロナ禍前）

⇒R3︓今回（コロナ禍）

変化
R１︓令和元年度調査（コロナ禍前）

⇒R3︓今回（コロナ禍）

★

★

★

★
★
★

★

★

★

★

★

★
★

★

★

★

★
注︓満⾜度、重要度の度合いに応じて点数化

施策番号と名称との対応は、報告書ｐ4
〜6参照
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２．結果要点 回答者属性との関係
Ⅰ．市⺠アンケート調査

回答者の属性
１位 ２位 ３位

「満足度」の増減が大きなもの
～増加（5位）～

17：地域医療の充実

評価の

高い
属性

公務員 学生 80歳以上

3：高等教育の機会確保 学生 70歳代
80歳以上
居住1年未満

11：ブランド化の推進 18～29歳 学生 公務員
28：地域交通の充実 80歳以上 無職 70歳代
19：障がい福祉の充実 公務員 学生 18～29歳
～減少（5位）～
4：社会教育の充実

評価の

低い
属性

居住1年未満 会社員・会社役員パート・アルバイト
14：観光の振興 その他の職業 その他の世帯 60歳代
22：ごみの減量化・省エネルギ ー対策の推進 30歳代 居住1年未満 会社員・会社役員
24：地域防災の充実 その他の世帯 その他の職業 50歳代
5：文化芸術活動の振興 50歳代 三世代 60歳代

「重要度」の減少しているもの
5：文化芸術活動の振興 評価の

低い
属性

会社員・会社役員 40代 18～29歳
14：観光の振興 公務員 居住1～4年 要介護者
31：市民活動団体の振興 30歳代 会社員・会社役員公務員
28：地域交通の充実 要介護者 居住1～4年 30歳代

〇地域医療は⾼齢層ほか学⽣で⾼評価。地域交通は⾼齢層、ブランド化や障がい者福祉は若年層で満⾜度⾼評価。
〇社会教育は就業者層、観光や地域防災はその他職業・世帯、ごみ・省エネは若い就業者層、⽂化芸術活動は壮
年・⾼齢層で満⾜度低評価。

〇⽂化芸術活動や市⺠活動は、若年・中年の就業者層、観光や地域交通は、居住1〜4年、同居⼈が要介護者で重要
度低評価。
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２．結果要点 まとめ
Ⅰ．市⺠アンケート調査

新型コロナ感染拡⼤を経て

〇満⾜度は、基本的に⼤きな変化はなかったものの、重要度は総じて増加する傾向に
あった。

〇「地域医療の充実」「⾼等教育の機会確保」「ブランド化の推進」「地域交通の充
実」「障がい福祉」の充実などで、満⾜度が⾼まった。これらはコロナ禍前からの継
続的な取組みの効果が表れてきているものと考えられる。

〇⼀⽅で、「社会教育の充実」「観光の振興」「ごみの減量化・省エネルギー対策の推
進」 「地域防災の充実」「⽂化芸術活動の振興」などで、満⾜度の低下がみられた。
「ごみの減量化・省エネルギー対策の推進」「地域防災の充実」については、脱炭素
化への動きや災害の激甚化・頻発化に伴う市⺠意識の⾼まりなどが要因として考えら
れる。「社会教育の充実」「観光の振興」「⽂化芸術活動の振興」は、不要不急の活
動⾃粛が求められるなどのコロナ禍の影響が不満として現れた可能性がある。

〇総じて重要度が⾼まる中で、「⽂化芸術活動の振興」「観光の振興」「市⺠活動団体
の振興」「地域交通の充実」では低下がみられた。これらは満⾜度の低下した設問と
重複がみられ、いずれも市⺠の活動や移動に係ることから、コロナ禍が影響した可能
性がある。これらの設問で評価が⽐較的低かった属性は、外出の機会が多い若者や就
業者、同居⼈が要介護者の世帯などがみられ、感染への不安なども反映していること
が考えられる。



Ⅱ．各種団体との意⾒交換

（１） ⽬的
今後の市政の重要な視点となるテーマについて、関連団体から課題や今後の⽅向性を確認し、政策⽴案の基礎

情報として活⽤する。

（２）意⾒交換のテーマと対象団体等

１．概 要

テーマ 対象団体 実施日時など

①グリーン社会の
実現

・大平洋金属株式会社

・東北電力株式会社（八戸火力発電所）

・八戸セメント株式会社

・八戸製錬株会社

・東京鉄鋼株式会社

・三菱製紙株式会社

10月 ６日（水）

14：00～15：30

オンライン

②デジタル化の推進

・八戸商工会議所（情報・医療福祉部会）

・ライトカフェ（誘致企業）

・トイ（誘致企業）

・フォリウム（誘致企業）

10月13日（水）

14：00～15：30

オンライン

※ライトカフェは10月25日に実施

③共生社会づくりの
推進

・八戸市社会福祉協議会

・民生委員児童委員協議会

・高齢者支援センター

・八戸商工会議所（情報・医療福祉部会）

10月14日（木）

10：00～11：30

本館３階第三委員会室
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Ⅱ．各種団体との意⾒交換
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①グリーン社会の実現２．意⾒要旨

〇脱炭素社会への貢献が求められる中で、
・⼤量にエネルギーを消費する産業
・⽯炭・コークス燃料に依存
・⽔素、バイオマスなどの代替資源の導
⼊の必要性

・⼆酸化炭素回収・貯留（CCUS）や炭
素循環（⼆酸化炭素と⽔素からメタン
を⽣成するメタネーション）に取り組
むことも必要。
⇒インフラ整備等と係ることから、企
業単体では限界がある

〇地球環境保全、循環型社会、⽣物多様
性、森林資源の保護などの公共貢献が
必要
⇒⼋⼾市の重要な雇⽤の場として、広
く、環境配慮の取組みについてPRし
ていくことが必要

ⅰ）企業間の情報交換、企業連携について
・脱炭素の取組について、業種を超えた企業間の連携
・企業間で情報交換を⾏う場づくり
・官⺠・官官の連携強化（インフラ整備等を⾒据えた対
応）

ⅱ）市⺠等への情報発信について
・市⺠が⾝の回りの環境について考えるきっかけづくり
（⼯場⾒学や環境保全活動の実施などの市⺠との交流機
会づくり、グリーン購⼊促進など）

・緑化など、地域での公共貢献活動の展開（はちのへグ
リーンパートナー制度での活動

・展⽰会への出展などによる情報発信（環境配慮型製品・
サービスに関する⼀般向け展⽰会「エコプロダクツ」な
ど）

ⅲ）市への要望
・⼦どもや市⺠の環境保全意識を醸成できるような取組み
の推進（再⽣可能エネルギーを活⽤したバスの運⾏な
ど）

・企業連携に向けた、意⾒交換会の継続的な開催
・市が⼊⼿した情報の発信・共有（⽔素利活⽤や下⽔道汚
泥の再資源化、むつ⼩川原の⽔素関連の取組みなど）

【今後の⽅向性】【現状・課題】



Ⅱ．各種団体との意⾒交換
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②デジタル化の推進２．意⾒要旨

〇「２０２５年の崖」※問題への対応
※既存デジタルシステムを刷新できなけ
れば、国際競争に遅れを取り我が国の
経済の停滞が懸念される問題

⇒新システムをつくり出すIT⼈材が不⾜
している

⇒⼋⼾市は、今までデジタルシステムが
浸透してきていない分、新規システム
を導⼊すると⼀気にデジタル化が進む
可能性を持っている。

〇学校、地域等へのデジタル化の普及
・デジタル教科書の導⼊が必要（臨時休
校等への対応。荷物の負担軽減）

・家庭でのネットワーク環境の改善（学
校でタブレットを貸し出しても、家庭
のwi-fi環境があるかが問題となる）

・町内会のデジタル化が進んでいない
（メーリングサービスを導⼊している
例が少ない）

・⾼齢者等のデジタル格差を解消する⽅
法を考えることが必要

・シルバー⼈材活⽤の可能性（シルバー
が向いている作業もある）

・交通系ICカード払い導⼊の遅れ

ⅰ）デジタル化推進のための⼈材育成
・障がい者、⾼齢者はじめ、新たなIT⼈材としての取り込
み（積極的な雇⽤、動画撮影場所の提供⽀援など）

・産官学連携によるIT⼈材育成の推進
・優れたIT技術を持つベンチャー企業との連携・協業の促
進（ITベンチャーを⽬指す若年層への⽀援など）

ⅱ）デジタル化推進の拠点づくり
・デジタル技術発信の拠点の形成（国⽴⼤学の誘致などに
より求⼼性を⾼める）

・⼈材・企業連携のための⼋⼾発プラットフォームづくり
・⼈材・企業集積の魅⼒となる住み続けられる環境づくり
ⅲ）市⺠、地域へのデジタル化の普及
・市⺠にデジタル技術の利便性を実感してもらう機会・場
づくり（社会実験を通した体験など）

・ITに係る意欲をつくり出す(例︓葉っぱビジネス︓⾼齢者
による料理の彩りに使う葉のオンラインビジネス)

・町内会へのオンラインシステムの導⼊⽀援（町内会会議
を動画配信など ）

・⾮常時に近隣住⺠が気軽に充電させてくれる仕組みづく
り（「こども110番」の類似した取組み ）

ⅳ）市への要望
・IT⼈材育成の推進
・デジタル化を推進する横断的な庁内組織づくり
・⾏政職員のIT⼈材として副業促進
・⼈材教育に係る⽀援
・企業誘致制度によるシステム開発企業への⽀援（サー
バー導⼊費⽤などは⾼額になるため）

・リモートワーク推進事業の改良（使い勝⼿が悪い）
・⾏政所有データの共有（⽔道メーターの情報など）

【今後の⽅向性】【現状・課題】



Ⅱ．各種団体との意⾒交換
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③共⽣社会づくりの推進２．意⾒要旨

〇⼈材不⾜への対応
・⺠⽣委員児童委員の担い⼿不⾜
⇒⾼齢化、他の役職兼務の負担、加⼊
率低下に伴う町内会推薦の困難化

・地区社協の⼈材不⾜（問題の複雑化の
中で、担当者の負担増）

・⾼齢者⽀援センターの⼈材不⾜

〇問題の複雑化
・⼀⼈暮らし⾼齢者の経済的な問題（⾼
齢者⽀援センターでは、社協の⽇常⽣
活⾃⽴⽀援事業につなげる活動実施）

・⽀援が必要な世帯の問題が複雑化し、
どこへつなげばよいのかがわからない

・⾒守りを拒否する事例。⺠⽣委員⼀⼈
が背負わないにすることが必要

〇地域との連携
・⾼齢者⽀援センターと郵便局や新聞配
達会社等との活動形跡がない場合の情
報共有

・社会貢献を考えている企業の増加（企
業向け講座への参加など）

・⾷材配送サービスや移動販売の展開

ⅰ）福祉のワンストップ相談体制について
・複雑な問題をまずを受け⽌めてくれる窓⼝が必要
・⾼齢者⽀援センターとの情報共有や市の関係窓⼝へつな
ぐ⽀援体制づくり

・専⾨職がかかわる体制づくり（問題の複雑化、⾒守り拒
否への対応含め）

・⾼齢者、⽣活困窮者、児童などを含めた市⺠のワンス
トップ相談窓⼝づくり
⇒現状では、社協が相談窓⼝を担うことは⼈的に困難

ⅱ）福祉の担い⼿づくり
・認知症サポーター養成講座をはじめ、社会福祉協議会を
介した、ボランティアと⽀援が必要な⽅とのマッチング
の⽀援

・企業への福祉活動や共⽣社会のさらなる周知

ⅲ）市への要望
・相談窓⼝づくりに向けた市の先導的な取組み
・⺠⽣委員児童委員の推薦⽅法の改善（町内会推薦以外の
⽅法で⾏政から市⺠に協⼒を要請できる仕組みなど）

・⾼齢者⽀援センターの⼈材確保⽀援（センターへの補助
⾦など）

【現状・課題】 【今後の⽅向性】


